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はじめに1
1.1 公共事業発注機関の現状

国・地方公共団体をはじめとする公共工事発注機関では、国に
ついては総定員法（行政機関の職員の定員に関する法律、1969
年）の施行等により、発注機関の組織・定員の減少が進んでいる。
また、我が国の公共事業予算の多くを占める地方公共団体につい
ても、1996 年度以降、土木部門の職員数が大幅に減少している。
その一方で、事業の合意形成、公物の維持・管理、公共工事の品
質確保等の業務が増加しており、特に技術者の数が十分でない市
町村等については職員不足の深刻化が懸念され、災害対応や維持
管理を適切に実施するうえで外部機関や民間による技術支援のあ
り方が大きな課題であると考えられる。

特に、公共工事の品質確保に関しては、公共工事の品質確保
の促進に関する法律（品確法）が 2005 年に制定され、さら
にその後の改正により、予定価格の適正な設定や、仕様の確定
が困難な工事への技術提案・交渉方式などが導入され、公共事
業執行システムのさまざまな改革が進められてきた。今後のさ
らなる改革にあたっては、発注者・設計者・施工者の技術力の
結集が不可欠であり、特に発注者側のマネジメント能力が重要
となる。

1.2 土木学会建設マネジメント委員会の取組と JICE の役割
このような状況を受け、土木学会建設マネジメント委員会で

は 2017 年に「公共事業における技術力結集に関する研究小委
員会」（委員長：木下誠也日本大学教授）（以下、研究小委員会
という）を設け、事業に必要なマネジメント力を明らかにし、
発注者の能力が不足する場合に必要な技術力を補完する方策に
ついて検討を進めている。国土技術研究センター（JICE）は、
同小委員会に 4 名が参画するとともに、事務局機能の一部を
担ってきた。 また、後述するアンケートの実施にあたっては、
技術・調達政策グループにおいて問い合わせ対応や 1 次集計作

業等を実施した。
本稿では、小委員会の了承のもと、その活動成果の一部であ

る受注者向けアンケート及び発注者向けアンケートの概要及
びこれらの集計結果を JICE の責任において取りまとめたもの
である。なお、研究小委員会としての全体の研究成果は別途、
2019 年 8 月 2 日に土木学会で開催される「建設マネジメン
ト委員会表彰式・研究成果発表会」及び土木学会 HP 等にて発
表・公表される予定である。また、多変量解析等を用いてアン
ケートを分析した結果等については、土木学会全国大会第 74
回年次学術講演会及び第 37 回建設マネジメント問題に関する
研究発表討論会（いずれも投稿中）にて公表・発表される予定
であるので、こちらも参照・参加されたい。

受注者向けアンケート2

2.1 調査内容・調査手法
公共事業発注機関の発注業務の実態と問題点を把握するた

め、業務・工事の受注者を対象にアンケートを実施した。アン
ケートは、属性、受発注者間の問題に関する質問 17 項目、問
題の要因に関する質問 13 項目、公共事業発注者の技術力向上
に対する意見、で構成した。発注者の技術力に関する質問及び
受発注者間の問題に関する質問では、1 ～ 5 のリッカートス
ケールで回答を求めている（図 -1）。　
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これらのアンケートはエクセルで作成し、回答者へメールに
より配信した。返信をもってアンケートへの回答に対し同意を　　　　　　　　　　
得ている。調査対象者は、公共事業を受注する可能性がある団
体とした。該当する各団体は、（一社）日本建設業連合会、（一
社）全日本建設技術協会、（一社）建設コンサルタンツ協会、
（一社）全国測量設計業協会連合会、及び（一社）全国地質調
査業協会連合会の加盟企業とし、それぞれの協会及び連合会へ
アンケートの配信を依頼した。その際、加盟企業 10 社以上の
選定を併せて依頼している。なお、1 企業からの回答者数は複
数可とし、同じ回答者からの重複回答は不可とした。アンケー
トは 1 月末から実施し、原則として 2 月中旬までの回答とし
た。この結果、2,254 の回答が得られた。回答者の属性及び
受注が多い発注機関を整理したものが図 -2 及び図 -3 である。

2.2 受発注者間の課題
リッカートスケールでの回答を求めた受発注者間の課題に

対する設問では、協議未了（3.25）、工期確保（3.23）、積算
（3.19）が高いスコアを示し、ついで判断留保（3.08）、回
答の遅延（2.94）となった（図 -4）。前者の３つの課題につい
ては、国土交通省はじめ発注者共通の課題として絶え間ない改
善の努力が続けられている。その一方で後者の２つの課題につ
いては、これまで個人や組織固有の問題として取り扱われるこ
とが多く、後述するように、発注者側では特段の課題として認
識されていない傾向が覗われた。

研究報告 受発注者双方からみた公共事業発注者の技術力確保に関する課題認識について

問1 あなたが業務・工事を受注するとき，主に担うことの多い立場を教えてください．（１つだけ選択）

（ ）

問2

問3 次のa01からa17には，業務や工事の契約や実施にあたって受発注者間で起こりうるトラブルをあげています．

それぞれの内容に対して，問2で回答した発注者との間であてはまる度合いを1から5の選択肢からひとつ選んでください．

なお，これは発注者の評価ではなく，発注業務における受発注者間の課題を抽出することを目的とした設問になります．

あなたの回答によって発注者の評価が下がったり，貴組織と発注者の間柄に影響することは全くありません．

a01 発注方式が業務内容や工事内容に適していないことがある

a02 適切な工期が確保されていないことがある

a03 特記仕様書が実際に行う内容と伴っていないことがある

a04 業務内容や工事内容に即した積算が行われていないことがある

a05 業務や工事に関する指示や回答が，発注者内で共有されずに行われることがある

a06 業務や工事の着手前に完了すべき関係機関協議が未了のことがある

a07 発注者側の工程管理が不十分で，業務や工事に支障をきたすことがある

a08 発注者側の判断の留保・遅延により，業務や工事に支障をきたすことがある

a09 質問に対する回答の遅延・不明瞭などにより，業務や工事に支障をきたすことがある

a10 契約範囲外の作業を指示されることがある

a11 契約変更（設計変更・工期変更）が適切に実施されないことがある

a12 受注者からの説明に対する発注者の理解が不十分なことがある

a13 受注者からの提案内容に対する発注者の理解が不十分なことがある

a14 工事完成図書や成果品の確認が不十分なことがある

a15 業務や工事の条件明示が不十分なことがある

a16 トラブル発生時に，発注者による迅速かつ主体的な解決がはかられないことがある

a17 業務や工事に関する指示や回答が，技術的に不適切なことがある

問4 b01からb13には，問3でお答えいただいたトラブルの発生に関し，考えられる要因があげられています．

それぞれの要因による影響度を1から5の選択肢からひとつ選んでください．

低い

b01 職員数が少ないこと

b02 職員の（当該分野の）技術力が低いこと

b03 職員の（当該分野の）知識が不足していること

b04 職員の（当該分野の）経験が不足していること

b05 発注者としての心構えが足りないこと

b06 発注者としての取組み姿勢が良くないこと

b07 組織として技術力の継承がされていないこと

b08 担当者が頻繁に変わること

b09 業務の引継ぎが的確に行われていないこと

b10 発注に関わる制度が曖昧であること

b11 事業推進のための意思決定が組織的になされていないこと

b12 組織が縦割りであること

b13 組織内外のマネジメントができていないこと

最後に，公共事業発注者の技術力向上・技術支援に関するご意見やご要望、提言などありましたらご記入ください．

AnswerSheetBox.JSCE@jice.or.jp

アンケートは以上です．ご協力ありがとうございました．　回答を上書き保存して，下記提出先にメールにてご提出ください．

公共事業発注者の技術力向上・技術支援に関するアンケート調査（受注者向け）

１．組織/回答者について
あなたの組織が受注する業務・工事は，主にどの機関による発注が多いですか．受注が多い機関の種類を教えてください．（１つだけ選択）
※厳密に１～６それぞれ過去何年で何件と集計する必要はなく、印象で結構です．また、直近の受注の発注者を選んでいただいても構いません．

２．発注者の技術力につい
て

全くあてはまらない
かなり

あてはまる

３．受発注者間でのトラブル
の要因について

影響度 高い

業務の管理技術者 業務の担当者 工事の現場代理人・監理技術者

工事の担当者 その他

国の機関 都道府県 政令市等（中核市，施行時特例市を含む）

その他の市 町・村 その他（鉄道会社、電力会社等公益性の高い民間会社等）

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

図 -1　受注者向けアンケート

図 -2　回答者の属性
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図 -3　受注が多い発注機関

図 -4　受発注者間の問題について
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業務や工事の着手前に完了すべき関係機関協議が未了のことがある(3.25)

適切な工期が確保されていないことがある(3.23)

業務内容や工事内容に即した積算が行われていないことがある(3.19)

発注者側の判断の留保・遅延により，業務や工事に支障をきたすことがある(3.08)

質問に対する回答の遅延・不明瞭などにより，業務や工事に支障をきたすことがある(2.94)

発注者側の工程管理が不十分で，業務や工事に支障をきたすことがある(2.92)

契約範囲外の作業を指示されることがある(2.90)

契約変更（設計変更・工期変更）が適切に実施されないことがある(2.80)

業務や工事に関する指示や回答が，発注者内で共有されずに行われることがある(2.80)

業務や工事の条件明示が不十分なことがある(2.78)

特記仕様書が実際に行う内容と伴っていないことがある(2.72)

受注者からの説明に対する発注者の理解が不十分なことがある(2.62)

業務や工事に関する指示や回答が，技術的に不適切なことがある(2.61)

受注者からの提案内容に対する発注者の理解が不十分なことがある(2.59)

発注方式が業務内容や工事内容に適していないことがある(2.54)

トラブル発生時に，発注者による迅速かつ主体的な解決がはかられないことがある(2.52)

工事完成図書や成果品の確認が不十分なことがある(2.42)

1:全くあてはまらない 2 3 4 5:かなり当てはまる
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2.3 受発注者間のトラブルの要因
受発注者間でのトラブルの要因についての設問では、職員

の経験不足（3.25）、知識不足（3.11）についで、業務の引
継（3.10）などが高いスコアを示した（図 -5）。前者の 2 つ
の課題については、OJT や各種研修会等の取組により改善の
取組が継続されていると考えられるが、人事異動等に伴う業務
の引継に関しては、あくまで個人間で適切に実施するものとさ
れ、組織的あるいは制度的な改善方策等は積極的に検討されて
いなかった可能性がある。この傾向は、図 -6 に示すとおり、
主な発注者が国から政令市等の規模が大きい組織（3.23 ～
3.07）と、それ以外の市町村（2.66 ～ 2.59）とで明らかな
差がみられた。

発注者向けアンケートの概要3
3.1 調査内容・調査手法

受注者向けアンケートと同じ目的で、地方公共団体等の発注
者を対象にアンケートを実施した。アンケートは、回答する発
注者組織に関する質問、通常事業及び大規模事業における事業
監理者に求められる事業執行力に関する質問、通常事業及び大
規模事業における主任監督員や担当者に求められる事業遂行力
に関する質問、新技術活用に伴う必要な能力に関する質問、発
注者の技術力向上に関する質問、マネジメントの外部委託の可
能性に関する質問で構成した（図 -7）。

問15 あなたの組織の職員の事業執行力・事業遂行力を向上させていく上で，以下のa01からa05の取組みは，どれくらい効果的だと思いますか．

その度合いを1から5の選択肢からひとつ選んでください．

a01

a02 技術職員の技術教育・研修制度の充実

a03 OJTを通じた技術職員への技術力の継承

a04 民間企業（設計会社、施工会社）へ技術職員を出向させ技術力を取得させる

a05 国や他の自治体へ技術職員を出向させ技術力を取得させる

問16 あなたの組織の事業執行力・事業遂行力を向上させていく上で，以下のb01からb07の取組みは，どれくらい効果的だと思いますか．

その度合いを1から5の選択肢からひとつ選んでください．

b01

b02 行政経験者（自組織含む）のOB・OGの活用

b03 他自治体や国からの出向者の活用

b04 外部機関（協定等の締結による大学等や専門機関）の活用

b05 民間技術者の中途採用

b06 民間委託の活用

b07 事業規模や内容に応じた事業そのものの上位機関での代行

問17 マネジメントの一部を外部に委託するならば，事業のどの段階を委託することが可能と考えられますか．（複数回答可）

問18 マネジメントの一部を外部に委託する上で，考えられる課題を以下のc01からc10に示しています．

それぞれの課題の重要度を1から5の選択肢（１：全く重要な課題でない～５：きわめて重要な課題である）からひとつ選んでください．

c01 委託する前に，組織内の職員のマネジメント力を評価する仕組みが必要

c02 マネジメント力を備えた技術者の資格制度の構築

c03 マネジメント業務を外部に発注するための予算確保

c04 外部支援者の業務執行権限の範囲の明確化

c05 外部支援者の賠償責任保険制度の確立

c06 外部委託の際の業者/技術者選定方法の確立

c07 報酬の積算方法の確立

c08 マネジメント業務委託の補助金制度の確立

c09 発注業務のうち外部委託できる範囲の明確化

c10 外部に委託する際の責任分担の明確化

最後に，公共事業発注者の技術力向上・技術支援に関するご意見やご要望、提言などありましたらご記入ください．

５．マネジメントの外部委託
について

低い 高い効果の度合い

効果の度合い 低い

AnswerSheetBox.JSCE@jice.or.jp

きわめて重要

事業の実施にあたって，組織内外の情報共有や工程管理，変更手続き等，これまで発注者自らが行ってきたマネジメントの一部を外部に委託することを想定して，以下の問にお答えくださ
い．

技術職員を増員させ予算管理等の内業のみではなく現場経験を積む機会を増やす

高い

組織内関係部署との調整の円滑化

４．発注者の技術力向上の
ための取組みについて

全く重要ではない

アンケートは以上です．ご協力ありがとうございました．　ファイルを上書き保存し，下記の提出先にメールにて提出をお願いします．
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図 -7　発注者向けアンケート

問1-1 あなたの組織は，公共事業の発注者として，下記のどれにあてはまりますか．

問1-2 具体的な組織の種類をお答えください．（地方振興局（都道府県）など）（○○土木事務所などの固有名詞は結構です）

問2-1 公共事業の発注者としての貴組織におけるあなたの立場を教えてください．

（都道府県）本庁の事業担当部長/次長，（市町村）公共事業担当の長　等

（都道府県）土木事務所長/次長，（市町村）支所長　等

監督員，工事監督員，事業担当者　等

問2-2 具体的な職名（職階）をお答えください．（部長、課長、係長（市役所）等）（○○課長などの固有の職名は結構です）

問3 あなたの組織が発注（実施）する事業は，どのようなものが多いですか．3つ以内であげてください（順不同）．

【例：維持修繕事業，災害復旧事業，○○改良事業　等】

問4 あなたの組織が発注（実施）する（可能性が考えられる）大規模な事業とは，どのようなものですか．主なものを3つ以内であげてください（順不同）．

【例：　ダム事業，高規格道路，市街地整備事業，激特事業，復興事業　等】

※以下の質問文にある「通常事業」，「大規模事業」は，次のとおり定義します． 通常事業： 問3でお答えいただいた事業

大規模事業： 問4でお答えいただいた事業

問5

問6

問7

問8

問9 通常事業を発注する上での，あなたの組織の事業執行力と事業遂行力に点数をつけてください．

なお，点数は，あなたが思う（感じる）ままに点けてください．この点数が組織や特定の個人の評価となることはありません．

組織として，完璧だという場合を100点，全くだめだ何もかも出来ていない場合を0点としてお答えください．

改善の余地や問題点の分を差し引いて，1の位まで得点化してください．【例：　68点】

※同組織で複数のアンケートに回答している場合，それぞれの回答者が同じ点数にする必要性はありません．あくまでも，あなたご自身が考える点数をお答えください．

1) 現在の事業執行力 点

2) 将来(5～10年後）の事業執行力 点

3) 現在の事業遂行力 点

4) 将来(5～10年後）の事業遂行力 点

問10 大規模事業を発注する上での，あなたの組織の事業執行力と事業遂行力に点数をつけてください．

なお，得点化は問9と同じ考え方でお願いします．

1) 現在の事業執行力 点

2) 将来(5～10年後）の事業執行力 点

3) 現在の事業遂行力 点

4) 将来(5～10年後）の事業遂行力 点

問11

問12 あなたの組織において新技術を活用して事業を推進する上で，必要と感じる事業執行力は何ですか．

問13 あなたの組織において新技術を活用して事業を推進する上で，必要と感じる事業遂行力は何ですか．

問14 新技術を活用して事業を推進する上でのあなたの組織の事業執行力と事業遂行力に点数をつけてください．

なお，得点化は問9と同じ考え方でお願いします．

1) 現在の事業執行力 点

2) 将来(5～10年後）の事業執行力 点

3) 現在の事業遂行力 点

4) 将来(5～10年後）の事業遂行力 点

公共事業発注者の技術力向上・技術支援に関するアンケート調査（発注者向け）

2つ目

１．組織/回答者について

２．事業執行力/遂行力
について

1つ目

2つ目

3つ目

3つ目

下記に例示した事業監理者に求められる事業執行力のうち、あなたの組織において大規模事業を実施する上で不足している（不足すると思われる）も
のを選択してください（複数可）．

下記に例示した主任監督員や担当者に求められる事業遂行力のうち、あなたの組織において通常事業を発注する上で不足しているものを選択してくだ
さい（複数可）．

下記に例示した主任監督員や担当者に求められる事業遂行力のうち、あなたの組織において大規模事業を発注する上で不足している（不足すると思
われる）ものを選択してください（複数可）．

1つ目

下記に例示した事業監理者に求められる事業執行力のうち、あなたの組織において通常事業を実施する上で不足しているものを選択してください（複数
可）．

公共事業の発注者としての貴組織におけるICT活用施工、BIM/CIM等の新技術の活用等について、次の中から最もあてはまるものを選択してください．

３．新技術活用に
伴う事業執行力/遂行力

について

都道府県 政令市等（中核市，施行時特例市を含む） その他の市 町・村

事業の監理者としての立場（事業全体を統括・監理する立場）

総括/主任監督員としての立場（業務・工事等を総括する責任者）

担当者としての立場

事業に必要な人員・人材の確保 事業の実施の判断

事業のマネジメント 維持管理工事の実施の判断 適切な発注方式の選定

工程の管理

事業に必要な人員・人材の確保 事業の実施の判断

事業のマネジメント 維持管理工事の実施の判断 適切な発注方式の選定

工程の管理

工事の設計に関する知識・経験（設計条件の設定、設計照査を含む）

工事の施工に関する知識・経験（工程管理、工期変更、設計変更を含む） 受注業者とのコミュニケーション（説明力）

組織内でのコミュニケーション（情報共有力）

工事の設計に関する知識・経験（設計条件の設定、設計照査を含む）

工事の施工に関する知識・経験（工程管理、工期変更、設計変更を含む） 受注業者とのコミュニケーション（説明力）

組織内でのコミュニケーション（情報共有力）

事業の一部に新技術を導入している

事業の一部に新技術を導入する方向で具体的な検討を進めている

新技術を導入する予定はない

新技術について、よく知らない

新技術の導入が効果的であると考えられる事業・現場の選択

新技術を導入する受注者への支援

新技術導入に伴う規定・要領等の改訂・整備

新技術に関する基礎的な理解力の向上

ドローンやレーザースキャナー等を活用した３次元測量に関する知識

BIM/CIMを活用した３次元の設計関する知識

ICT活用施工、情報共有システム（ASP）、タブレット、画像記録等を活用した施工に関する知識

（上述の）新技術の導入に伴う新たな規定・要領に基づく監督検査の知識

事業の計画に関する知識・経験（各種手続きを含む）

工事の計画に関する知識・経験（各種手続きを含む）

事業に必要な予算の確保・管理

事業に必要な予算の確保・管理

図 -5　受発注者間のトラブルの要因について

図 -6　主な発注者別にみた「引継」に関する回答傾向

0% 20% 40% 60% 80% 100%

発注に関わる制度が曖昧であること(2.40)

発注者としての取組み姿勢が良くないこと(2.41)

発注者としての心構えが足りないこと(2.43)

事業推進のための意思決定が組織的になされていないこと(2.46)

組織内外のマネジメントができていないこと(2.60)

組織が縦割りであること(2.81)

担当者が頻繁に変わること(2.84)

職員数が少ないこと(2.90)

組織として技術力の継承がされていないこと(2.96)

職員の（当該分野の）技術力が低いこと(3.05)

業務の引継ぎが的確に行われていないこと(3.10)

職員の（当該分野の）知識が不足していること(3.11)

職員の（当該分野の）経験が不足していること(3.25)

1:全くあてはまらない 2 3 4 5:かなり当てはまる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国(2.90)
都道府県(3.0)

政令市等(2.97)
その他の市(2.70)

町村(2.78)
その他(3.13)

1:全くあてはまらない 2 3 4 5:かなり当てはまる
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アンケートの作成・配信・回答同意の方法については、受注
者アンケートと同様である。調査対象者は、全国各ブロックの
発注者協議会を通じて発注機関に配布した。なお、1 機関から
の回答者数は複数可とし、同じ回答者からの重複回答は不可と
した。アンケートは 2 月末日から実施し、原則として 3 月中
旬までの回答とした。この結果、838 の回答が得られた。回
答者が所属する発注機関及び組織内での立場を整理したものが
図 -8 及び図 -9 である。回答者の約半数が（政令市等でない一
般の）市に所属し、約 3/4 が担当者であった。

3.2 事業監理者に求められる事業執行力
本アンケートでは、都道府県本庁の事業担当部長や次長、市

町村の公共事業担当の長などの事業監理者（事業全体を統括・
監理する立場）に求められる能力を「事業執行力」と定義し
た。この「事業執行力」について、通常事業と大規模事業のそ
れぞれについて「不足している」とした回答率を整理したもの
が図 -10 である。通常事業と大規模事業との間に回答傾向の
大きな違いは見られず、「事業に必要な人員・人材の確保」（約
70％）、「事業に必要な予算の確保」（約 60％）が高い回答率
を示し、ついで「事業のマネジメント」「工程の管理」「事業実
施の判断」となった。後者 3 つの項目については、通常事業
より大規模事業で不足すると考える回答者が多かった。

3.3 総括／主任監督官や担当者に求められる事業遂行力
本アンケートでは、都道府県の土木事務所長や次長、市町村

の支所長などの総括／主任監督員（業務・工事等を総括する責
任者）、及び監督員、工事監督員、事業担当者（担当者）に求
められる能力を「事業遂行力」と定義した。この「事業遂行
力」について「不足している」とした回答率を整理したものが
図 -11 である。「事業執行力」と同様に、通常事業と大規模事
業との間では回答傾向に大きな違いは見られなかった。「工事
の設計に関する知識・経験」（約 70％）、「工事の施工に関す
る知識・経験」（約 60％）、「工事の計画に関する知識・経験」
が高い回答率を示した一方で、「コミュニケーション」につい
て不足していると考えている回答者は少なかった。仮に受注者
アンケートでのトラブル要因としてあげられた「判断の留保・
遅延」、「回答の遅延・不明瞭」を受注業者とのコミュニケーショ
ン、「業務の引継」を組織内のコミュニケーションとしてとらえ
れば、受発注者間で認識の差があると判断することも可能と思
われる。また、「計画」については、通常事業より大規模事業
で不足すると考える回答者が多かった。

研究報告 受発注者双方からみた公共事業発注者の技術力確保に関する課題認識について

図 -8　回答者が所属する発注機関

図 -9　回答者の属性

図 -10　事業監理者に不足している事業執行力

図 -11　総括・主任監督員や担当者に不足している事業遂行力
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3.4 新技術の活用
ICT 活用施工、BIM/CIM 等の新技術の活用についての設問を

整理したものが図 -12 である。回答者全体の約 85％が「導入
の予定がない」あるいは「よく知らない」との回答となった。
しかしながら、都道府県に所属する回答者は「一部で導入済み」
の回答が 50％近くあり、小規模自治体での活用が進んでいない
ことが裏付けられた。

新技術を活用して事業を推進する上で必要とされる「事業執
行力」を整理したものが図 -13 及び図 -14 である。全体の回
答傾向としては、「新技術に対する基礎的な理解力の向上」が
必要とする回答が多かったが、導入が進んでいる、あるいは検
討されている組織に所属している回答者では同設問に対する回
答率は比較的低く、逆にそれ以外の具体的な課題の回答率が高
くなる傾向が見られた。また、特に監理者自らが「新技術の導
入が効果的と考えられる事業・現場の選択」する能力が必要と
考えていることが明らかになった。

一方、新技術の活用で必要とされる「事業遂行力」を整理した
ものが図 -15 及び図 -16 である。全体の回答傾向としては、「新
技術の導入に伴う新たな規定・要領に基づく監督・検査の知識」
が必要とする回答が多かったが、導入が進んでいる、あるいは
検討されている組織に所属している回答者では回答率は低く、
逆に「3 次元測量」や「ICT 活用施工」等の具体的な課題の回答
率が高くなる傾向が見られた。また、特に事業監理者は「BIM/
CIM」関係の能力が必要と考えていることが明らかになった。

図 -14　新技術活用に必要な事業執行力（組織内の立場別）

図 -12　ICT 活用施工、BIM/CIM 等の新技術の活用について

図 -13　新技術活用に必要な事業執行力（自治体規模別）

図 -15　新技術活用に必要な事業遂行力（自治体規模別）

図 -16　新技術活用に必要な事業遂行力（組織内の立場別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県

政令市

その他の市

町村

一部導入 検討中 予定なし よく知らない

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1
事業・現場の選択

受注者支援

規定・要領

基礎的理解

都道府県 政令市 市 町村 全体

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
事業・現場の選択

受注者支援

規定・要領

基礎的理解

監理者 監督員 担当 全体

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
3次元測量

BIM/CIM

ICT施工・ASP

監督検査

都道府県 政令市 市 町村 全体

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
3次元測量

BIM/CIM

ICT施工・ASP

監督検査

監理者 監督員 担当 全体



35｜ JICE REPORT ｜

3.5 事業執行力・遂行力の自己採点
上記の通常事業、大規模事業、新技術を活用した事業それぞ

れについて、現在の「事業執行力・事業遂行力」を 100 点満
点で点数を記入してもらった結果を図-17及び図-18に示す。
棒グラフは得点分布、折れ線グラフは累積 % を示している。「事
業執行力」及び「事業遂行力」ともに、通常事業よりも大規模
事業で点数が若干低くなり、新技術活用については大幅に点数
が低いという結果になった。

一方、それぞれの回答者ごとに、（大規模事業の点数）－（通
常事業の点数）の差分を横軸に、（新技術の点数）－（通常事
業の点数）の差分を縦軸にとった散布図について、「事業執行
力」と「事業遂行力」のそれぞれ整理したものを図 -19 及び
図 -20 に示す。上述の通り、回答者の多くは通常事業と大規
模事業ではそれほど大きな変化がなく、また新技術事業で点数
が低くなる傾向は歴然としているものの、必ずしもマイナスば
かりではなく、むしろ大規模事業や新技術事業の方を高く評価
しているものが少なからず存在することが明らかになった。

また、同様に（通常事業の 5 ～ 10 年後の点数）－（通常事
業の現状の点数）の差分を横軸に、（新技術事業の 5 ～ 10 年
後の点数）－（新技術事業の現状の点数）の差分を縦軸にとっ
た散布図について、「事業執行力」と「事業遂行力」のそれぞ
れ整理したものを図 -21 及び図 -22 に示す。どちらについて
も、新技術についてはむしろ現状よりも改善とすると考えてい
ることが明らかになった。

研究報告 受発注者双方からみた公共事業発注者の技術力確保に関する課題認識について

図 -17　事業執行力の自己採点の分布
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図 -18　事業遂行力の自己採点の分布
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図 -19　大規模・新技術事業と通常事業の点数の差分
（事業執行力）

図 -20　大規模・新技術事業と通常事業の点数の差分
（事業遂行力）

図 -21　通常・新技術事業の 5 ～ 10 年後と現状の差分
（事業執行力）
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3.6 発注者の技術力向上に向けた取組について
リッカートスケールでの回答を求めた「事業執行力」・「事

業遂行力」を向上させるための職員に向けた取組み、及び組織
としての取組みに関する設問への回答では、技術職員の増員
（4.18）、教育・研修制度（3.87）、OJT（3.70）の職員に向
けた取組みが高いスコアを示し、ついで調整の円滑化（3.68）、
民間委託の活用（3.61）、民間からの中途採用（3.55）の組織
としての取組みが続いた（図 -23）。この中で、民間からの中途
採用については、都道府県とそれ以外で明確に回答傾向が異なっ
ていた（図 -24）。

3.7 マネジメントの外部委託について
事業のどの段階を委託することが可能かを複数回答可として

設問した結果を図 -25 に示す。都道府県に所属する回答者は、
計画段階、設計段階で外部委託が可能とする回答率が相対的に
低い一方で、工事準備段階や監督検査段階では高いと考えてい
る傾向が見られた。また、それ以外の地方公共団体の傾向は似
通っているが、政令市では設計段階で外部委託が可能とする回
答率が相対的に低かった。回答率は 0.21 ～ 0.74 まで幅はあ
るものの、事業の各段階において外部委託が可能な余地はまだ
あると考えられていることが明らかになった。

次に、外部を委託する上で重要な課題をリッカートスケー
ルで回答を求めた結果を図 -26 に示す。責任分担の明確化
（4.02）を最高として、設定した全ての設問に対して 3.00
を超える高いポイントが示された。

図 -22　通常・新技術事業の 5 ～ 10 年後と現状の差分
（事業遂行力）

図 -23　執行力・遂行力を向上させるための取組みの有効性

図 -24　民間からの中途採用（自治体規模別）

図 -25　マネジメントの一部を外部委託可能な段階
（自治体規模別）

図 -26　マネジメントの一部を外部に委託する上での課題
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マネジメント力を備えた技術者の資格制度の構築(3.22)
組織内の職員のマネジメント力を評価する仕組みが必要(3.37)

外部支援者の賠償責任保険制度の確立(3.45)
報酬の積算方法の確立(3.46)

マネジメント業務委託の補助金制度の確立(3.66)
外部支援者の業務執行権限の範囲の明確化(3.72)
外部委託の際の業者/技術者選定方法の確立(3.73)
発注業務のうち外部委託できる範囲の明確化(3.92)

マネジメント業務を外部に発注するための予算確保(4.01)
外部に委託する際の責任分担の明確化(4.02)
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外部機関（協定等の締結による大学等や専門機関）の活用(3.13)

行政経験者（自組織含む）のOB・OGの活用(3.14)

他自治体や国からの出向者の活用(3.22)

民間企業（設計会社、施工会社）へ技術職員を出向させ技術力を取得させる(3.26)

事業規模や内容に応じた事業そのものの上位機関での代行(3.41)

国や他の自治体へ技術職員を出向させ技術力を取得させる(3.42)

民間技術者の中途採用(3.55)

民間委託の活用(3.61)

組織内関係部署との調整の円滑化(3.68)

OJTを通じた技術職員への技術力の継承(3.70)

技術職員の技術教育・研修制度の充実(3.87)

技術職員を増員させ予算管理等の内業のみではなく現場経験を積む機会を増やす(4.18)
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考察4
今回のアンケート調査では、受注者・発注者ともに、必ずし

も組織を代表しての回答を求めず、1 社あるいは 1 機関から
の回答者数は複数可とした。この結果、発注者に対するアン
ケート調査では 70％強が組織における立場を「担当者」と回
答し、また比較的規模の小さい市・町村からの回答が約 75%
となった。一般論として、組織を代表しての回答を求めた場合
には、今回の調査における「事業監理者」あるいは「総括／主
任監督員」としての立場から回答されることが多く、また所属
する組織もいきおい規模の大きい組織に偏りがちとなる危険性
もある。紙面の都合により分析結果の一部しか紹介できなかっ
たが、上述の回答者の属性（組織上の立場）をはじめ、発注者
としての自治体規模、通常事業時と大規模事業時、あるいは新
技術を活用した事業等の違いにより、回答傾向に有意な差がみ
られる場合もあった。今後発注者のマネジメント力を向上させ
る取組を進めていく上では、次代を担う若年層や小規模自治体
等への展開等について、十分に留意する必要があると考えられ
る。また、働き方改革等が進められる中で、今後は従来型の
研修に加えて e-learning 等の活用が進められることを鑑みる
と、こうした差異にも着目したきめ細かな研修システム等を構
築する必要があると考えられる。

おわりに5

本稿の前提となるアンケートの実施にご協力いただいた、国
土交通省大臣官房技術調査課及び全国の発注者協議会、（一社）
日本建設業連合会、（一社）全日本建設技術協会、（一社）建設
コンサルタンツ協会、（一社）全国測量設計業協会連合会、及
び（一社）全国地質調査業協会連合会の皆様、そしてご回答い
ただいた地方公共団体ならびに会員企業の皆様に深甚なる謝意
を表します。

研究報告 受発注者双方からみた公共事業発注者の技術力確保に関する課題認識について




